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Abstract 
日本の水道において、スマートメータの将来的な導入
が検討され始めており、それに伴い各家庭に対して使
用量の見える化サービスを行うことが想定されている。
しかし、どのように見える化するのか、また見える化
により使用量がどのように変化する可能性があるのか、
という検討は全く行われていない。そこで、本稿では、
社会的規範を用いて水使用量を見える化するフィール
ド実験を 6 か月にわたって行った結果を紹介する 
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1. スマートメータ時代の到来 

使用量をデジタルデータとして計測、記録し、その

データを遠隔通信でほぼリアルタイムに収集できるも

のがスマートメータであり、電気に関しては需給バラ

ンスをとる必要性が高いことから、2020年代早期に全
世帯・全事業所に導入されることになっている。一方、

水道のスマートメータ化は、コストや電源供給がネッ

クとなり実現していないが、将来的な導入を視野に実

証実験や協議会が行われている。スマートメータ化は、

水道を供給する側に運転や料金徴収の効率化や高度化

等のメリットがあるだけでなく、そのデータを活用し

た見守りサービスや使用量の見える化により、使用者

にとってもメリットがある。 
使用量の見える化は、現在でも、水道料金徴収票に、

当月分と前年度当月分の使用量と使用料金の数値を記

載することにより、頻度は低いが行われている。しか

し、スマートメータ導入により、リアルタイムの使用

量を反映させた形での見える化が可能になり、さらに

家庭内モニターやウェブを活用することで、さまざま

な形での見える化が可能になる。既に電気使用量に関

しては、HEMSやウェブによりグラフ等を用いた使用
量の見える化が実現されている。 

 
2. 見える化の効果 

「見える化による節水」「見える化による省エネ」

と一般的によく謳われているが、見える化するだけで

節水や省エネが実現するのか、どのように見える化す

ると資源の節約に寄与するのか、という研究は日本で

はほとんど行われていない。特に水道においては、ス

マートメータが導入されていないため、各家庭の水使

用量のデータを取得すること自体も困難であることが

その一因である。一方、水資源のひっ迫が深刻な、オ

ーストラリアやアメリカの一部地域では、既にスマー

トメータが導入されており、需要量予測、ピーク料金

設定、見える化、用途別水使用量への分解など、さま

ざまな研究が行われてきた。 
本稿が対象とする見える化の研究には、大きく分け

て 2つの潮流がある。一つは、スマートメータによる
リアルタイムでの使用量把握という特徴を生かしたも

ので、ほぼリアルタイムでの使用量通知や設定した上

限使用量を超過した場合にアラームを出すものである。

しかし、これらが水使用量に与える影響はない、もし

くはあっても短期的な減少である[1][3]。もう一つは

使用量のデジタルデータを加工してフィードバックす

ることが可能であることを生かし、社会的な使用量比

較を行うものである。なかでも、限られた水資源量を

有効に使用するという趣旨から、節水手法として社会

的規範を用いた研究が行われている。例えば、ダビュ

ーク（アメリカ、アイオワ州）では、ポータルサイト

を用いて、各家庭の水使用量を「近隣に住むあなたと

同じような人」の水使用量と共にフィードバックし、

15週間にわたって観察したところ、水使用量は 6.6％
減少した[1]。サンディエゴ（アメリカ、カリフォルニ

ア州）では、「近隣に住むあなたと同じような家庭」と

各家庭の水使用量を比較した結果を2種類の顔文字

（笑顔と泣き顔）で表現した結果を 1週間フィードバ
ックした結果、特に高消費者の水使用量が減少した[4]。

このように短い期間での研究例は多く、フィードバッ

クの効果が報告されているが、長い期間の研究例は少

ない。ゴールドコースト（オーストラリア、クイーン

ズランド州）では、「同じような家族構成の家庭」で節

水行動をとっている割合を使用量と共にフィードバッ

クした結果、短期的には使用量が減少したが、12か月
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後には効果がなくなり元の使用量に戻ったことが報告

されている[5]。	

 
3. 東京通勤圏でのフィールド実験 

先行研究は、渇水地域でしか行われてこなかった。

しかし、社会的な使用量比較の効果は、地域によって

異なる影響があることが指摘されており[6]、水資源が

逼迫していない地域での知見を収集しなければ、日本

での見える化が水使用量にどのように影響するのか、

評価することはできない。 
そこで、東京通勤圏の居住家庭を対象とし，自宅の

水使用量が他者と比較してどのようなレベルの量であ

るのか、顔文字を用いてフィードバックを行い、その

効果を検証した。 
 

3.1	 方法 
調査協力家庭は、調査会社に登録している調査モニ

ターである東京通勤圏居住者より募り、ランダムに選

定した。水使用量を把握するため、調査対象家庭には、

2週間に 1回、水道メータ値を読取り報告してもらっ
た。顔文字のフィードバックをする群に加え、メータ

値の読取り報告のみを行うコントロール群を設けた。

フィードバック群には、報告されたメータ値から算出

した水使用量に応じて、2週間に 1回の頻度で 12回、
合計 24週間のフィードバックを行った。フィードバッ
クは、調査協力家庭の中で比較した水使用量の多寡を、

4段階の顔文字＋文字情報（図１）を用いて行った。
例えば、使用量が非常に多い家庭の場合、「あなたのご

家族の一人一日当たり水使用量は、調査に参加してい

る東京通勤圏の居住者と比べて	 ( T д T )	 多い」と
なる。フィードバック情報は、家族内で情報共有する

ことを依頼した。 

 

 
 
 
水使用量は月毎にまとめ、調査開始前月からの変化

率各家庭の一人一日当たり水使用量について、調査開

始時からの変化率Vnを下記のように求めた。 
 

Vn = Cn/C1 
Vn: 調査開始からnヶ月後の変化率 

(n = 2,3,4,5,6) 
C1: 調査開始月の平均一人一日当水使用量 
Cn: 調査開始からnヶ月後の一人一日当水使用
量 (n = 2,3,4,5,6)  

 
Vnが１より小さい場合、水使用量は調査開始時よ

り減少しており、値が小さいほど減少率が大きいこと

を表す。Vnが１より大きい場合は、その逆で、水使用
量は調査開始時より増加しており、値が小さいほど増

加率が小さいことを表す。 
また、東京都水道局が公表している家族人数別の平

均一人一日当水使用量より水使用量が多い家庭を高消

費家庭、それ以下の家庭を低消費家庭とした。 
調査終了後、フィードバックの効果に関する実験の

参加者全員に、「調査の前後で、水の使い方は変わりま

したか？」というアンケート調査を行い、7段階（と
ても変わった、変わった、やや変わった、どちらとも

言えない、あまり変わらなかった、変わらなかった、

全然変わらなかった）で回答をしてもらった。さらに、

顔文字を受け取ってどのように感じたのか、アンケー

ト結果の考察を補足するために、高消費家庭 4軒、低
消費家庭 4軒を対象に、半構造化インタビューを行っ
た。 

 
3.2	 結果 
調査協力家庭数を、表 1に示す。 
 

表 1	 調査協力家庭数 
 高消費 

家庭 
低消費 
家庭 

顔文字フィードバック群 20 41 
コントロール群 18 35 

 
高消費家庭と低消費家庭に分け、それぞれ、調査開

始からnか月後の変化率（Vn）を、フィードバック群
とコントロール群の間で比較した。変化率の分布は、

正規分布に従わなかったため、マンホイットニーのU
検定により分析した。その結果、高消費家庭では、情

報フィードバックから 5ヶ月経過後から、フィードバ
ック群とコントロール群の変化率に有意な差異が生じ

た。一方、低消費家庭では、有意な差異は生じなかっ

た。図 2に、6ヶ月経過後の各群の水使用量変化率の

図１	 フィードバックした顔文字	
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平均値と標準偏差を、高消費家庭と低消費家庭に分け

て示した。 
 

 

 

 
アンケートにより、調査前後で水の使い方が変わっ

たかどうかを質問した結果を、高消費家庭、低消費家

庭に分けてクロス集計したものを図 3に示す。 
高消費家庭のフィードバック群は、コントロール群

と比べて、水の使い方は変わらなかったと回答する割

合が多かった（p = 0.101）。残差分析の結果、「やや変
わった」と回答した家庭が、フィードバック群よりも

コントロール群に多かった。これは、実際の使用量の

傾向はフィードバック群の方が節水傾向にあったこと

と相反する結果となっており、彼らの水使用行動は、

無意識的に変化していることを示唆している。低消費

家庭のアンケート結果には、統計的に有意な差はなか

った（p = 0.934）。 
 
 

 

 
 
 
また、調査終了後のインタビューで、高消費者は顔

文字を受け取った際の感情について下記のように述べ

ていた。 
 
「通知される顔文字が、いつも泣き顏だったので、

少し悲しい気持ちになった。水使用量がどのくらい減

ったら顔文字が変わるのか知りたいと思った」 
「いつも泣き顔の顔文字を受け取ったので、残念な

気持ちだった」 
「顔文字を受け取ると、いつもショックに感じ、し

ばらく頭について離れなかった」 
「顔文字を受け取ると、水使用量を減らさなくては

いけないな、と感じた」 
「この 2週間で、一体どのくらいの水を使ったんだ

ろう、と少し後悔した」 
 
高消費者は、顔文字フィードバックにより、残念に

思う気持ちを抱き、水使用量を減らそうと考えたこと

がわかる。一方、低消費者は下記のように述べていた。 
 
「顔文字如何に関わらず、常に節水を心がけている」 
「笑顔の顔文字を受け取ることにより、自分の水の

使い方は適切だったと確認することができた」 
 
低消費者は、自分の使用量が相対的に少ないことに

満足をしており、だからといってより使用量を増やそ

うとは思っていないことがわかる。 
 
3.3	 考察 
高消費家庭と低消費家庭では、フィードバックによ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コントロール群

フィードバック群

i) 高消費家庭

変わった やや変わった どちらとも言えない

あまり変わらなかった 変わらなかった 全然変わらなかった

0% 20% 40% 60% 80% 100%

コントロール群

フィードバック群

ii) 低消費家庭

変わった やや変わった どちらとも言えない

あまり変わらなかった 変わらなかった 全然変わらなかった

図2	 6ヶ月経過後の水使用量の変化率	

図3	 アンケート調査結果	

**p<0.1 
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る水使用量の変化が異なることが明らかになった。 
高消費家庭は、顔文字を用いて他者と比較した使用

量をフィードバックすることにより、水使用量が減少

した。それは 1-2 か月という短期間ではなく、5 ヶ月
が経過してから水使用量の減少が確認できた。このこ

とから、視覚的な情報により、ゆっくりと使用行動に

変化が生じたと考えられる。 
サンディエゴで行われた実験でも、顔文字を用いて

他者と比較した使用量をフィードバックすることによ

り水使用量が減少し、特に高消費家庭ほど水使用量の

変化が大きかったという報告がある[4]。顔文字の種類

は 2種類（平均より使用量が少ない場合は笑顔、多い
場合は泣き顔）で、使用量のフィードバックは 1回、
水使用量の変化を観察する期間は 1週間であった。顔
文字を用いて他者と使用量を比較することにより、高

消費家庭の水使用量が減少する、という点は本研究の

結果と同様である。しかし、1 週間という短期間でそ
の効果が確認できる点は本研究と異なっている。 
サンフランシスコで行われた実験では、顔文字と共

に「行動しよう」というメッセージを提示することに

より、高消費家庭の水使用量が減少したという報告が

ある[7]。顔文字は笑顔、通常の顔、困った顔の 3種類
で、それぞれに「Great」「Okay」「Take Action」とい
うメッセージがついており、ウェブで常時見られるよ

うになる前と後の 1年間の水使用量の変化を観察して
いる。本研究では、「行動しよう」というような積極的

なメッセージを示していないが、同様に高消費家庭の

水使用量が減少するという結果になった。 
これらの先行研究が行われた地域は、水不足が深刻

であることや屋外使用量が多いことなど、本研究で対

象とした東京通勤圏とは水資源や水使用の状況が異な

る。使用量の変化が生じる期間に差異はあるものの、

高消費家庭の使用量が減少する、という点については、

一致した結果となった。東京通勤圏では水資源がひっ

迫していないという外部状況の違いが、ゆっくりとし

た使用行動の変化の原因である可能性が考えられるが、

この点については、同じような地域での検証が必要で

ある。 
 
4. おわりに 

節水型社会の構築の重要性が指摘されている中、水

道のスマートメータ化による水使用量データの把握と

加工により、高消費家庭の使用量抑制を使用者の負担

感なく行うことができる手段として、社会規範ととも

に顔文字を用いたフィードバックの有効性を確認する

ことができた。全ての人に同じアプローチをすること

は有効でないことは、既に指摘されている[8]。スマー

トメータにより電子的にデータが蓄積できるようにな

ると、データ加工は容易となり、さまざまな形でのフ

ィードバックの可能性が広がるため、個人の特性に合

わせたフィードバックの方法を見つけていくことが今

後必要になると考える。 
フィードバックの頻度やその方法に関しては、まだ

まだ検討の余地があり、実用化に向けた検討を今後も

進め、スマートメータ導入に備えていきたいと考えて

いる。 
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